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今後とも、公営住宅の事業主体において、福祉部局、支援センター等の関係者とも連携の
上、被害者の自立支援のため、公営住宅の優先入居の制度が一層活用されることが必要であ
る。また、被害者が若年単身である場合に対応した目的外使用の実施等についても、特段の
配慮を行うことが必要である。
イ 民間賃貸住宅への入居
国においては、民間賃貸住宅への入居に際して必要となる保証人が確保されない場合、民
間の家賃債務保証会社等に関する情報の提供について、支援センターとの連携を図るよう、
民間賃貸住宅にかかわる団体に対する要請に努める。
また、都道府県等においては、身元保証人が得られないことでアパート等の賃借が困難と
なっている被害者の住宅の確保に向けて、身元保証人を確保するための事業の速やかな普及
を図ることが望ましい。

a 医療保険
支援センターは、被害者から医療保険に関する相談があった場合、以下について、事案に応
じた情報提供等を行うことが必要である。また、国においては、以下の事項について、市町村
等関係機関に対して周知に努める。
ア 健康保険においては、被扶養者は被保険者と生計維持関係にあることが必要であり、生計
維持関係がなければ被扶養者から外れること。
イ 国民健康保険組合の行う国民健康保険においては、組合員の世帯に属していなければ、そ
の対象から外れること。
ウ 被害者は、婦人相談所等が発行する証明書（子ども等の家族を同伴している場合には、そ
の同伴者に係る証明書を含む。）を持って保険者へ申し出ることにより、被扶養者又は組合員
の世帯に属する者から外れること。
エ 被扶養者又は組合員の世帯に属する者から外れた場合には、年金の第３号被保険者につい
ては、第１号被保険者となる手続が必要になること。
オ 市町村の行う国民健康保険においては、事実上の住所及び他の公的医療保険に加入してい
ないことの確認により、配偶者とは別の世帯として、国民健康保険に加入することが可能で
あり、市町村において相談すること。
カ 第三者行為による傷病についても、保険診療による受診が可能であること。
キ 医療費通知の送付により、被害者が受診した医療機関について、加害者に伝わるおそれが
ある場合には、被害者が加入している医療保険の保険者に対し、医療費通知の送付先の変更
等を依頼すること。

b 年金
支援センターは、被害者から国民年金等に関する相談があった場合、以下について、事案に
応じた情報提供等を行うことが必要である。また、国においては、以下の事項について、市町
村等関係機関に対して周知に努める。
ア 被害者が国民年金の第３号被保険者（会社員、公務員等の被扶養配偶者）であって、当該
被害者がその配偶者の収入により生計を維持しなくなった場合は、第３号被保険者から第１
号被保険者となる手続が必要となること。
イ 上記の手続は、現在住んでいる市町村において行うこと。その際、年金手帳が必要となる
こと。
ウ 第１号被保険者になった場合は、自らが保険料を負担する義務が生じること。
エ 第１号被保険者は、生活保護法による扶助を受けている場合や、経済的に保険料の納付が
困難な場合等は、保険料の免除制度等があることから、市町村において相談すること。
また、配偶者からの暴力が原因で避難している被害者が保険料の免除を申請する場合は、
加害者の所得は審査の対象としない特例があるので、年金事務所において相談すること。
オ 国民年金、厚生年金保険及び船員保険に関し、被害者が年金事務所において手続を執るこ
とにより、国民年金原簿等に記載されている住所等が知られることのないよう、秘密の保持
に配慮した取扱いが行われることとなるので、必要に応じ、年金事務所において相談するこ
と。

カ 配偶者からの暴力が原因で被害者が避難している間に加害者が死亡し、被害者が遺族年金
の裁定請求を行う場合については、裁定請求の際、年金事務所において、その旨を相談する
こと。

c 子どもの就学・保育等
被害者の保護と自立の支援を図る上で、同居する子どもの就学・保育等は、極めて重要であ
る。支援センターは、教育委員会や学校、福祉部局と連携し、被害者に対し、事案に応じ、同
居する子どもの就学や保育について情報提供等を行うことが必要である。
なお、教育委員会、学校、保育所等は、被害者の子どもの転出先や居住地等の情報を適切に
管理することが必要である。また、国においては、以下の事項について、市町村等関係機関に
対して周知に努める。
ア 就学
子どもの就学については、様々な事情によって住民票の記載がなされていない場合であっ
ても、その子どもが住所を有することに基づいて就学を認める扱いがなされている。また、
転出先の学校においては、被害者等の安全を確保するために情報提供の制限が必要な場合に
おいては、転出元の学校へは転出の事実のみを知らせるなどの対応も考えられる。これらの
ことを踏まえ、支援センターにおいては、被害者等の安全の確保を図りつつ、子どもの教育
を受ける権利が保障されるよう、教育委員会、学校と連絡を取るとともに、被害者に対し、
必要な情報提供を行うことが必要である。
イ 保育
Ê 保育所への入所
保育所への入所については、児童福祉法上、保護者が就労・疾病等の理由により就学前
の児童を保育することができない場合に、その保護者から申込みがあった場合には、市町
村は、保育所においてそれらの児童を保育しなければならないこととなっている。その際、
一つの保育所への入所の希望が集中した場合には、市町村において公正な方法で、選考を
行うことが可能である。
国においては、市町村に対し、保育所へ入所する子どもを選考する場合においては、母
子家庭等の子どもについて、保育所入所の必要性が高いものとして優先的に取り扱う特別
の配慮を引き続き求めるよう努める。また、保護者が求職中であっても保育所への申込み
が可能であること、戸籍及び住民票に記載がない子どもであっても、居住している市町村
において保育所への入所の申込みが可能であること、並びに被害者が加害者の元から避難
したことにより世帯の負担能力に著しい変動が生じ、費用負担が困難と認められる場合に
は、その個々の家計の収入の実態を踏まえた適切な保育料が徴収されるようにすることに
ついても、市町村に対し周知徹底に努める。

Ë その他の保育サービス
支援センターは、ファミリー・サポート・センターや子育て短期支援事業（ショートス
テイ、トワイライト）等、保育所以外の保育サービスについても、市町村における実施状
況を踏まえ、事案に応じ、情報提供を行うことが必要である。

ウ 接近禁止命令への対応
被害者の子どもへの接近禁止命令の発令も可能であることから、支援センターは、制度の
趣旨及び概要について、教育委員会及び学校、保育所等に周知を図ることが必要である。ま
た、支援センター及び警察は、被害者及びその子どもへの接近禁止命令が発令された場合に
はその旨を教育委員会及び学校、保育所等に申し出るよう被害者に促すことが必要である。
エ 予防接種等
支援センターは、子どもとともに遠隔地で生活する被害者について、住民票の記載がなさ
れていない場合であっても、居住していることが明らかであれば、滞在先の市町村において
予防接種法（昭和23年法律第68号）に基づく定期の予防接種や母子保健法（昭和40年法律第
141号）に基づく健診が受けられることについて、事案に応じた情報提供等を行うことが必
要である。
国においては、こうした支援が適切に行われるよう、市町村等関係機関に対する周知に努
める。
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